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ポーランド政治・経済・社会情勢 
（２０２０年４月９日～２０２０年４月１５日） 

令和２年（２０２０年）４月１６日 

H E A D L I N E S 

政治 
スモレンスクにおける政府専用機墜落事故１０周年 

カティンの森事件８０周年に際するドゥダ大統領の発言 

憲法改正に関する法案の下院第一読会への送付 

ポーランドの新型コロナウイルス感染症対策への支援 

大統領選挙等に関するレンデルス欧州委員の発言 

中国からの新型コロナウイルス感染症対策用の医療物資の到着 

ポーランド軍事技術大学で１１名が新型コロナウイルス感染症への感染を確認 

ポーランド軍による新型コロナウイルス感染症拡大防止のための活動 
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治安等 
５Ｇ技術開発への情報機関の関与に関するポーランド電気通信局長の発言 

新型コロナウイルス感染症の流行に乗じたサイバー攻撃の増加 

新型コロナウイルス感染症の流行に乗じたロシアによる偽情報拡散 

ホジュフで発生した未成年による強盗刺傷事件 

警察による押収品のアルコール等を使用した消毒液の生産 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う罰金徴収状況 

経済 
ドゥダ大統領，新型コロナウイルス感染症危機対策の修正を提案 

下院，公的郵便物の電子送付法案を検討 

スタンダード・アンド・プアーズによる格付け 

ＩＭＦによるポーランド経済見通し 

３月の消費者物価指数 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する被雇用者の意識調査結果 

新型コロナウイルス感染症による建設業界への影響 

公共投資関連動向 

ポーランド航空グループがコンドル航空の買収を取りやめ 

ＰＧＥの事業方針 

３月の発電電力構成の動向 

ポーランド科学アカデミーが新型コロナウイルス感染症検査キットの生産を開始 

大使館からのお知らせ 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

「たびレジ」への登録のお願い 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

マイナンバーカード取得のお願い 

大使館広報文化センター開館時間 

在ポーランド日本国大使館 

ul. Szwoleżerów ８， ００-４６４ Warszawa Tel:+４８ ２２ ６９６ ５０００ http://www.pl.emb-japan.go.jp 
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政    治 

 

スモレンスクにおける政府専用機墜落事故１０周

年【１１日】 

 １１日，当時のレフ・カチンスキ大統領夫妻をはじ

め，ポーランドの要人等９６人が死亡した，スモレン

スクにおける政府専用機墜落事故から１０周年を

迎え，同大統領の兄である「法と正義」（ＰｉＳ）のヤ

ロスワフ・カチンスキ党首，モラヴィエツキ首相等の

政府要人がピウスツキ広場やポボンスカ墓地の追

悼記念碑を訪れ，献花を行った。また，ドゥダ大統

領は，故カチンスキ大統領夫妻の棺が納められて

いるクラクフのヴァヴェル大聖堂を訪れて献花を行

った。本年は新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ

－１９）の感染拡大により，例年のような行進や大

規模集会は実施されなかった。 

 

カティンの森事件８０周年に際するドゥダ大統領の

発言【１３日】 

 １３日，ドゥダ大統領は，ポーランド人将校等約２

万２，０００人がソ連により殺害された，カティンの

森事件から８０周年に際して声明を発表し，カティ

ンの森事件はポーランド史を理解する上で不可欠

で象徴的な出来事であり，若い世代に伝えていか

なければならないと述べた。また，同大統領は，ポ

ーランドはカティンを自国の歴史上の重要な場所と

する真実を回復し，今後はその真実を永遠に守っ

ていく義務を負っていると強調し，ポーランドの独

立のために戦い，ソ連の犯罪の犠牲となった英雄

達を追悼する旨述べた。 

 

憲法改正に関する法案の下院第一読会への送付

【１５日】 

１５日，与党「法と正義」（ＰｉＳ）の提出した憲法改

正に関する法案が下院第一読会に送付された。同

法案では，現行憲法の規定を改正して現職大統領

の任期を再選不可の７年とし，本法案の施行前に

布告される選挙を無効とすると規定している。 

 

 

ポーランドの新型コロナウイルス感染症対策への支

援【１２日】 

 １２日，外務省は，ポーランドの新型コロナウイルス

感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）対策における海外協力をまと

めたプレスリリースを発表した。同発表によると，３月

３０日より１５名の医療従事者で構成される軍事医療

機関及びポーランド国際支援センターのミッションが，

派遣先のイタリアで医療支援を行っているほか，ポ

ーランド政府とポーランド航空（ＬＯＴ）によるチャータ

ー便事業「LotDoDomu」（家に帰ろう便）にて，５万５， 

０００人のポーランド国民の帰国に加え，英国，米国，

日本，カナダ等の外国人２，０００人の祖国への帰国

支援を実現した。その他，消毒液２万リットル等の医

療物資のイタリア及びサンマリノへの輸送，救急医

療分野におけるウクライナ及びグルジアへの支援を

実施している。 

 

大統領選挙等に関するレンデルス欧州委員の発言

【１４日】 

 １４日，レンデルス欧州委員（司法担当）は，ベルギ

ーのシンクタンクが開催したウェブセミナーにて，５月

１０日に実施予定の大統領選挙に関し，選挙の実施

や延期を決定するのは加盟国であるが，選挙を実施

する場合は国際的な義務や自国の憲法に沿うもの

でなければならないと強調した。また，同委員は，８

日に欧州司法裁判所が発表した，裁判官の規律規

定に関する欧州司法裁判所の暫定措置の決定につ

いて，同決定を歓迎し，ＥＵ加盟国は欧州司法裁判

所の全ての判決及び決定の遵守が義務づけられる

と述べた。 

 

中国からの新型コロナウイルス感染症対策用の医

療物資の到着【１４日】 

 １４日，７００万枚のマスクや数十万着の防護服を

はじめとする，中国で調達した新型コロナウイルス感

染症（ＣＯＶＩＤ－１９）対策用の医療物資８０トンを積

んだ大型貨物輸送機がワルシャワに到着した。今次

輸送は，首相府の要請を受け，国営の銅生産・冶金

公社のＫＧＨＭ社及び国営石油企業 Lotos 社により

実現したものである。モラヴィエツキ首相は，空港で

の記者会見にて，政府は可能な限り多くの医療物資

を購入する方針であり，また，国内生産にも注力し，

これらの医療物資は国内の医療従事者に提供され

る旨述べた 

 

ポーランド軍事技術大学で１１名が新型コロナウイル

ス感染症への感染を確認【１４日】 

 １４日，ポーランド軍事技術大学報道官は，同大学

において１１人の新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩ

Ｄ－１９）への感染が確認されたことを発表した。なお，

同大学では，３５８人の同大学士官候補生が検疫隔

離されていた。 

 

ポーランド軍による新型コロナウイルス感染症拡大

防止のための活動【１４日】 

 １４日，ブワシュチャク国防相は，イースターの間，

内    政 
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約９，０００人のポーランド軍兵士が新型コロナウイ

ルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）拡大防止のための活動

に従事し，警察，国境警備隊，医療機関及び自治体

を支援したと発表した。

 

治    安    等 

 

５Ｇ技術開発への情報機関の関与に関するポーラン

ド電気通信局長の発言【１０日】 

ポーランド電気通信局（ＵＫＥ）のチヘ局長は，５Ｇ

技術開発に関する国営通信ＰＡＰの取材を受け，国

内の５Ｇ開発から華為技術（Ｈｕａｗｅｉ）を排除した場

合，必要経費が増大する可能性があり，サイバーセ

キュリティと競争性，市場成長を同時に担保するた

めに事業者の多角化を進めていると述べた。また，

同局長は，５Ｇ通信の安全性確保はポーランド情報

機関の任務であり，既にＵＫＥが公安庁（ＡＢＷ）や国

防省と同分野で協力を開始していると述べた。また，

同局長は，５Ｇ通信の安全性確保のためには特別

法の制定が必要とし，現在，審議が進められている

２法案は事業者の義務を明確に規定しておらず，不

十分との見解を示した 

 

新型コロナウイルス感染症の流行に乗じたサイバー

攻撃の増加【１３日】 

 ジェチポスポリタ紙によれば，新型コロナウイルス

感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染拡大に乗じて，ポーラ

ンドの企業や団体を標的としたサイバー攻撃が増加

している。イスラエルのサイバーセキュリティ企業チ

ェック・ポイント・ソフトウェア・テクノロジーズによれば，

Ｄｉｒｅｘと呼ばれるマルウェアを使用してオンライバン

キング使用者を攻撃する手口が深刻な脅威となって

おり，ポーランドの企業・団体の１７％が同マルウェ

アに感染しているとされる。これを受け，当地のＮＧ

Ｏコシチュシコ財団及び電機製品生産・輸入者協会

（ＡＩＭＥＥ）は，政府に地方政府向けサイバーセキュ

リティ関連補助金制度やＩＴ関連経費の免税等の対

策を取るよう提唱している。 

 

新型コロナウイルス感染症の流行に乗じたロシアに

よる偽情報拡散【１４日】 

 １４日，当地の情報機関を統轄する特務機関調整

大臣付のジャリン報道官は，国営ポーランドラジオで

新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染拡

大を受けた偽情報の拡散に関して言及し，ロシア情

報機関はＣＯＶＩＤ－１９の感染拡大を利用して，西側

への攻勢を強めていると指摘した。同報道官は，こ

れらロシアの敵対的行動に対抗するためにＥＵタス

クフォースを結成するべきとするフォティガ欧州議員

（ポーランド出身）の発言についても言及し，国際社

会としてロシアによる偽情報拡散への対策を強化す

る必要性については認める一方，各ＥＵ加盟国自身

がロシアによるこれら活動への警戒を強化し，対策

を講じる必要があると述べた。 

 

ホジュフで発生した未成年による強盗刺傷事件【１５

日】 

 １５日，ホジュフで１８歳の少年が店舗から商品を

盗んで逃走し，これに気づいて追いかけた店主をナ

イフで刺傷する事件が発生した。少年には殺人未遂

の容疑で２５年以下の自由剥奪が科せられる見込

み。 

 

警察による押収品のアルコール等を使用した消毒液

の生産【１５日】 

 警察は，経済犯罪の摘発等で押収したアルコール

を大量に倉庫で保管しているところ，このたび廃棄予

定であった押収アルコール３，６５９リットルを工場で

再処理し，消毒液を生産した。同消毒液は病院に寄

贈され，新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）

対策に従事する医師や看護師の支援に活用される。 

 

新型コロナウイルス感染症対策に伴う罰金徴収状況

【１５日】 

 保健省によれば，新型コロナウイルス感染症（ＣＯ

ＶＩＤ－１９）対策に伴う自宅隔離措置違反による罰金

徴収総額は，４７０万ズロチに達した。衛生検査官

（保健省職員）には，自宅隔離措置の違反者に５，０

００～３０，０００ズロチの罰金を科す権限が付与され

ており，警察官等が行う隔離措置実施状況調査で規

定が遵守されていないことが確認された場合，衛生

検査官に違反状況が報告される。なお，罰則の強化

等により，隔離措置違反件数は減少傾向にあるとさ

れる。 

 

 

ドゥダ大統領，新型コロナウイルス感染症危機対

策の修正を提案【９日】 

ドゥダ大統領は，新型コロナウイルス感染症（Ｃ

ＯＶＩＤ－１９）に対する危機対策に関し，ニーズの

変化に応じて随時修正していくことが可能との見解

を示した。同大統領は，（１）社会保障費の３か月

の支払い猶予につき，全ての企業に対象を拡大す

ること，また，（２）危機対策による支援対象を２０２

経    済 

経済政策 
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０年３月１日以前に事業を行っていた全ての企業と

するという２つの提案を行い，同提案はモラヴィエ

ツキ首相及びエミレヴィチ副首相兼開発大臣から

も理解を得られたと述べた。 

 

下院，公的郵便物の電子送付法案を検討【１４日】 

下院は，裁判所や行政機関の通知を含む公的

郵便物の電子送付を可能とする法案の審議を予

定している。現在，公的郵便物は宛先の本人又は

代理人に郵送もしくは受け取りに行くことになって

いるが，同法案では郵送か電子送付か，国民が選

択できるようになる。但し，企業向けについては，

電子媒体のみの送付となる。法案では，２０２５年

末まではポーランド郵便のみが独占権を与えられ

るが，民間雇用者連盟レヴィアタンは，国営のポー

ランド郵便が独占することで，処理の遅延やコスト

高に繋がることに懸念を示している。同法案の大

部分は２０２０年１０月１日の施行を予定していると

いう。 

 

スタンダード・アンド・プアーズによる格付け【１０日】 

米格付け会社スタンダード・アンド・プアーズは，

ポーランドの信用格付けを「Ａ－」に据え置き，見通

しも「安定的」とした。経済成長率については，２０２

０年はマイナス２％，２０２１年は４．８％と予測。ま

た，財政赤字の対ＧＤＰ比については，２０２０年は

６．１％，２０２１年は３．１％と予測している。 

 

ＩＭＦによるポーランド経済見通し【１４日】  

国際通貨基金（ＩＭＦ）は，最新の「世界経済見通

し（ＷＥＯ）」において，新型コロナウイルス感染症

（ＣＯＶＩＤ－１９）の世界的流行により，世界経済は

２０２０年にマイナス３％と大幅な縮小が予想される

とした。ポーランドの経済成長については，２０２０

年はマイナス４．６％に縮小するが，２０２１年には

４．２％に回復すると予測。物価上昇率については，

２０２０年は３．２％，２０２１年は２．６％，失業率に

ついては，２０２０年は９．９％に急増し，２０２１年

は微減して８．０％になるとの見通しを示した。 

 

３月の消費者物価指数【１５日】 

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，３月の消費者物

価指数（ＣＰＩ）は対前年同月比４．６％増，対前月

比０．２％増となった。食料品の価格高騰等が主な

押し上げ要因となった。経済専門家の多くは，コロ

ナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）による各種制限

の影響により，消費は引き続き弱含むと見ている。 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する被雇用者

の意識調査結果【９日】 

世論調査機関ＩＭＡＳが行った調査によれば，現在

のパンデミックの影響を受け，５９％の被雇用者が賃

金引き下げを，３８％の被雇用者が失業をそれぞれ

懸念している。また，約５４％は雇用主が賃金支払い

の問題に言及していないと回答した。 

 

新型コロナウイルス感染症による建設業界への影響

【１０日】 

調査会社ＣＡＳが建設会社を対象に実施した調査

によれば，８０％が，新型コロナウイルス感染症（ＣＯ

ＶＩＤ－１９）の影響を受けていると回答し，９８％が感

染拡大により，更なる悪影響が生じると回答した。同

ウイルスによる納期遅延への影響については，５０

％が１～３か月の遅延を見込み，３２％が３か月以上

を見込むと回答した。 

 

公共投資関連動向【１０日】 

アダムチク・インフラ大臣は，２０２０年の道路・鉄

道等の公共投資資金は保証されていると述べた。危

機対策により，インフラ開発業者が経費増加から守ら

れ，空港の維持支援にも適用されるとしている。また

，インフラ省は，必要な認可，決定，手順を遅滞なく行

うことができるよう公共調達局（ＵＺＰ）や関係省庁と

密接に連携している。 

 

ポーランド航空グループがコンドル航空の買収を取り

やめ【１３日】 

ＰＬＬ ＬＯＴのホールディング会社ポーランド航空

グループ（ＰＧＬ）が，ドイツのコンドル航空の買収を

取りやめると発表した。同グループは現時点ではこ

れ以上の情報は伝えることができないとしている。同

グループは１月にコンドル航空の買収を表明してい

たが，新型コロナウイルスの影響等でコンドル航空

が財務状況を明確に示せない状況となっていた。 

 

 

 

マクロ経済動向・統計 

ポーランド産業動向 
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ＰＧＥの事業方針【１０日】 

 国営電力会社ＰＧＥは，事業評価の結果を踏まえ，

採算性が良くない事業，特に同社のコアビジネスに

直接的に関係しない事業について中止すると発表し

た。なお，同社のコアビジネスは，褐炭発電，熱供給

，再生可能エネルギー，システマチックサービス及び

販売とされている。 

 

３月の発電電力構成の動向【１４日】 

国営送電企業ＰＳＥによれば，３月の発電電力構成

は，石炭火力発電が５０．２１％（前年同月４６．７９％

），ガス火力発電が９．２２％（前年同月７．２７％）で，

前年よりも化石燃料による発電比率が上昇した。 

ポーランド科学アカデミーが新型コロナウイルス感

染症検査キットの生産を開始【１０日】 

ポーランド科学アカデミー（ＰＡＮ）は，ゴヴィン科

学・高等教育大臣（当時）の決定に基づき，有機化

学研究所（ＩＣＨＢ）において新型コロナウイルス感

染症の検査キットの生産を開始した。同研究所に

は既に最初の１０万個の検査キットの生産のため

の資金が付与されている。マキシモヴィチ科学・高

等教育大臣は，同検査キットは新型コロナウイル

スの検査に適切であり，感度もこれまでのものと同

等で，かつ安価であると述べた。 

 

長期滞在を目的にシェンゲン協定域内国に渡航する際の注意 

最近，ドイツ以外のシェンゲン協定域内国に長期滞在を目的と申告した邦人が，経由地であるドイツでシェン

ゲン協定域内への入国審査を受ける際に入国管理当局から（１）最終滞在予定国の有効な滞在許可証，（２）ド

イツ滞在法第４条のカテゴリーＤ査証（ナショナル・ビザ），又は（３）同Ｄ査証に相当する滞在予定国の長期滞

在査証の提示を求められ，これを所持していないために入国を拒否される事例が発生しております。 

 このため，現地に到着してからの滞在許可証取得を予定し，最初にドイツ入国を予定している場合には，注

意が必要です。 

 ドイツ以外の国では同様の事例は発生しておりませんが，シェンゲン協定域内国での長期滞在を目的に渡航

する場合には，滞在国及び経由国の入国審査，滞在許可制度の詳細につき，各国の政府観光局，我が国に

存在する各国の大使館等に問い合わせるなどし，事前に確認するようにしてください。詳しくは下記リンク先を

御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_２.html 

（注）：シェンゲン協定とは，シェンゲン協定加盟国の域外から同加盟国域内に入る場合，最初に入域する国に

おいて入国審査が行われ，その後のシェンゲン協定域内の移動においては原則として入国審査が行われない

といった協定です。 

○シェンゲン協定域内国（２０２０年４月現在）：２６か国 

アイスランド，イタリア，エストニア，オーストリア，オランダ，ギリシャ，スイス，スウェーデン，スペイン，スロバキ

ア，スロベニア，チェコ，デンマーク，ドイツ，ノルウェー，ハンガリー，フィンランド，フランス，ベルギー，ポーラン

ド，ポルトガル，マルタ，ラトビア，リトアニア，ルクセンブルク，リヒテンシュタイン 

 

欧州でのテロ等に対する注意喚起 

欧州では，「イラク・レバントのイスラム国」（ＩＳＩＬ）の台頭以降，一般市民等のソフトターゲットを標的としたテ

ロが相次いで発生しており，今後も更なるテロの発生が懸念されます。 

観光客やイベント等を標的とするテロに警戒する必要があることに加え，イベント等の警備のため手薄となっ

た他の都市でのテロの実行も懸念されます。以上を踏まえ，以下のテロ対策をお願いします。 

（１）外務省が発出する海外安全情報及び現地報道等で最新の治安情勢等の関連情報の入手に努めるととも

に，日頃から注意を怠らないようにする。 

（２）以下の場所がテロの標的となりやすいことを十分認識する。 

観光施設，観光地周辺の道路，記念日・祝祭日等のイベント会場，レストラン，ホテル，ショッピングモール，ス

ーパーマーケット，ナイトクラブ，映画館等人が多く集まる施設，教会・モスク等宗教関係施設，公共交通機関，

エネルギー・環境 

科学技術 

大使館からのお知らせ 

http://www.anzen.mofa.go.jp/c_info/oshirase_schengen_2.html
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政府関連施設（特に軍，警察，治安関係施設）等。  

（３）上記（２）の場所を訪れる際には，周囲の状況に注意を払い，不審な人物や状況を察知したら速やかにそ

の場を離れる，できるだけ滞在時間を短くする等の注意に加え，その場の状況に応じた安全確保に十分注意

を払う。 

（４）現地当局の指示があればそれに従う。特にテロに遭遇してしまった場合には，警察官等の指示をよく聞き

冷静に行動するように努める。 

（５）不測の事態の発生を念頭に，訪問先の出入口や非常口，避難の際の経路，隠れられる場所等についてあ

らかじめ入念に確認する。 

詳しくは下記リンク先を御覧ください。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

「たびレジ」への登録のお願い 

３か月以上海外に滞在する方は在留届の提出を，３か月未満の場合は「たびレジ」への登録を必ず実施して

ください。渡航先の最新安全情報や，緊急時の大使館又は総領事館からの連絡を受け取ることができます。ま

た，家族や友人，職場等に日程や渡航先での連絡先を伝えておくようにしてください。 

下記リンク先から「たびレジ」に登録することができます。 

https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ 

 

新型コロナウイルス感染症に関する注意喚起 

 新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染が世界各地で報告されており，感染が報告された国々に

渡航していた方を介して，感染がさらに拡大する可能性があります。 

ポーランドでも３月４日に国内で初の同ウイルス感染者が認められて以降，感染者の増加が続いており，３

月２０日には，感染事態が宣言されました。 

現在，ポーランドでの永住権又は一時滞在許可証を有する者，ポーランドでの労働の権利を有する者，ポー

ランド国民の配偶者又は子女，ポーランド国民の恒常的な扶養の下にある者等を除き，外国人のポーランド入

国は認められていません。 

また，国際旅客機についてもポーランドに帰国するポーランド国民の運送や自国民の帰国を目的として外国

政府の指示により運行されるチャーター便を除き，ポーランド国内の空港への着陸が禁じられており，国境を

通過する列車への乗客の乗車も禁じられています。 

居住地への帰国のため国境を越えようとする方は，現状，ドイツから陸路（車両もしくは徒歩）でのみ入境可

能ですが，通過の翌日から換算して１４日間の自宅隔離措置が義務付けられ，国境通過時に国境警備隊員に

対し，居住地又は滞在地（同場所において自宅隔離措置を実施）及び本人と連絡が可能な電話番号の情報を

提供する必要があります。 

大規模商業施設や飲食店，理髪店等の営業も制限されており，学校，幼稚園，保育園，大学の授業は停止

されています（再開時期は未定）。また，公共交通機関は，定員の半数で運行，屋外や商店等では人と人の間

に２メートル以上の距離を取ることとされ，公共の場ではマスク，スカーフ，ショールなどにより口及び鼻を覆う

義務があります。マスク等で口及び鼻を覆う義務は，街中の道，行政機関，サービス等を提供する店及び職場

でも適用されるため，御注意ください。 

最新情報を収集すると共に，手洗いうがいの励行，咳や発熱が認められる人に安易に近づかない等，感染

予防に努めてください。 

また，同ウイルスの感染拡大に伴い，東洋人に対する風評被害が発生しているとの情報もあるところ，ポー

ランド国内で被害に遭われた場合は，発生場所，日時等を含む可能な限り詳細な情報を当館領事部に提供い

ただくようお願いいたします。 

外務省は本件に関し，広域情報を発出いたしました。在留届を提出した方及び「たびレジ」へ登録している方

には既にメールが配信されております。最新情報は，下記リンク先で御確認ください。 

https://www.anzen.mofa.go.jp/ 

 

領事部連絡先 

E メール：cons@wr.mofa.go.jp 

電話番号：22-696-5005（受付時間：月～金曜日 9:00～12:30，13:30～17:00） 

 

マイナンバーカード取得のお願い 

 マイナンバーカードは，安全・安心で利便性の高いデジタル社会の基盤で，多様化・拡大する様々な手続・

http://www.anzen.mofa.go.jp/
https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/
https://www.anzen.mofa.go.jp/
mailto:cons@wr.mofa.go.jp
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サービスを個人が広く利用できるようにするために不可欠な本人確認ツールです。 

マイナンバーカードは，マイナンバーが記載された顔写真入り・ＩＣチップ付きのカードで，役所に行かなくても

日本国内のコンビニエンスストアで住民票の写しや課税証明書など各種の証明書を取得できるなど様々な利

点があり，２０２１年３月からは健康保険証としても使えるようになる予定です。 

現時点では，日本国内に住民登録のない海外居住者は，マイナンバーカード及び電子証明書を取得・利用

することはできませんが，令和６年中に海外居住者もマイナンバーカード等の利用・取得・更新ができるように

なる見込みで，現在，在外公館におけるマイナンバーカードの交付等の方法も検討されています。 

マイナンバーカードの交付手数料は無料です。今後は，市区町村の申請窓口が混み合うことが予想されま

すので，帰国後速やかに取得申請を行って頂くよう，お願い申し上げます。 

 

〔お知らせ〕大使館広報文化センター開館時間 ※入館については一時見合わせ中 

平日 ９:００ – １２:３０, １３:３０ – １７:００  

※新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）を巡る状況を受け，当面の間入館を見合わせます。電話・メール

での対応は通常どおり，上記の時間帯で行います。御理解の程，宜しくお願いいたします。 

 

問合せ先：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： ２２-５８４- ７３ ００ ，E メール：info-

cul@wr.mofa.go.jp，住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

本資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもの

ではありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やお勧めのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスまで

御連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますので御了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先Ｅメールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のＥメールアドレスまで

御連絡ください。大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

本資料に関する問い合わせ E メールアドレス（newsmail@wr.mofa.go.jp） 

mailto:在ポーランド日本国大使館newsmail@wr.mofa.go.jp

